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Ⅰ．は じ め に

「フリーター」＝「定職に就かない若者」，

「NEET (Not in Education,Employment or
 

Training)」＝「働く気もない，フリーター以

下の存在としての若者」というイメージが形

成され ，若者の雇用・労働をめぐる問題が，

彼・彼女らの「低い」就労意識をどう克服す

るかということに収斂される風潮が強い状況

のもとで本稿の目指すものは，札幌のヤング

ハローワークで求職者を対象にわれわれが

行った小規模な調査 の結果にもとづき，若

者の雇用・労働をめぐる問題の一端を示すこ

とである 。

政府による若年雇用政策の展開が示すよう

に，よくも悪くも若者の雇用に社会的な関心

が集まっている。だが，政策の内容が例えば

働く意欲の喚気に象徴されるようなものであ

る点から考えても，そこで意図されているの

は，「フリーター」「NEET」予防，あるい

は「低い」就労意識の若者をどう仕事につな

げるか，ということとさしあたりはまとめら

れよう 。「７・５・３離職」現象など若年層

の就業行動が，そういった政策に「正当性」

の根拠を与えている 。

だが，そもそも，まず前提にされるべきは，

若者の雇用・労働をめぐる様々な現象の背景

には，この間の社会構造の文字通りの大変動

があるということだ。経済のグローバル化と

不況のもとで雇用の機会が減少している。ま

た，『白書』が正当にも指摘していたとおり，

「フリーター（ここでは失業者や非労働力人

口中の就業希望ありも含む）」増加の背景に

は，そういう状況下で，企業間競争が熾烈化

し，企業の雇用戦略が変化している（非正規

雇用の活用，新卒採用の抑制）という事実が

あった。学校から仕事への移行のかつての

「標準」は90年代半ば以降に急速に崩れてい

る 。そして，長期を前提とする雇用のそう

いった絞込みは，かつてはOJTを中心とす

る企業内訓練で育成されてきた層の縮小を，

言い換えれば，公的な職業訓練制度が整備さ

れていない状況に新卒の若者の多くが放り出

されることを，意味していた。

ここで，調査の分析結果に入る前に，若者

の雇用・労働をめぐる特徴について政府デー

タを一瞥しておこう。可能な限り北海道の

データの提示を心がけたが，一部は全国デー

タの提示にとどまる。

第一に，言うまでもなく，大量の失業の発
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生である（表 －１）。非労働力人口中の就

業希望者は含めず，いわゆる完全失業者（顕

在化した失業者）だけでみても，若年層の失

業者数は失業者全体の約半数を占め，失業率

は全体の値を上回る。地域格差も大きく，北

海道はとくに厳しい。例えばこの間，有効求

人倍率の回復がみられたが，愛知県が1.61

倍であるのに対して北海道では0.61倍にと

どまる（もっとも，増加の多くはパートで

あって正社員の求人は少ない)。

第二に，俗に「フリーター」とも呼ばれる，

非正規雇用の増大である（表 －２）。『労働

力調査（詳細）』によれば，全国でのその値

は，男性15～24歳で 28.1％，25歳～34歳

では11.5％を占める。女性ではさらにこの

値は大きくなり，全体の約40％に及ぶ。北

海道はどうか。この『労働力調査』には北海

道の数値は掲載されていない。そこで，調査

の時期や定義が異なるが ，総務省『就業構

造基本調査』で確認してみよう。

図 －１のとおり北海道では，20歳代後

半の男性では非正規は12.7％，女性では
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表Ⅰ－１ 男女別にみた北海道の若年層人口・労働力人口・完全失業者の推移 単位：万人，％

北海道 全国

15歳～

34歳人

口

労働力

人口

労働力

人口比

率

完全失

業者数

完全失

業率

15歳～

34歳人

口

労働力

人口

労働力

人口比

率

完全失

業者数

完全失

業率

平成２年 75 49 65.3 2 4.1 1776 1201 67.6 33 2.7

９年 76 53 69.7 2 3.8 1799 1315 73.1 60 4.6

男 15年 71 52 73.2 5 9.6 1719 1258 73.2 94 7.5

16年 70 50 71.4 5 10.0 1691 1230 72.7 87 7.1

17年 69 50 72.5 4 8.0 1659 1209 72.9 78 6.5

平成２年 77 37 48.1 2 5.4 1708 858 50.2 31 3.6

９年 77 41 53.2 2 4.9 1732 956 55.2 56 5.9

女 15年 71 41 57.7 3 7.3 1658 943 56.9 70 7.4

16年 70 40 57.1 3 7.5 1629 935 57.4 62 6.6

17年 68 39 57.4 3 7.7 1597 929 58.2 61 6.6

出所：総務省「労働力調査」（北海道分についてはプリントアウト）より作成。

表Ⅰ－２ 男女別にみた若年労働者の正規雇用と非正規雇用の規模（全国)

単位：上段は万人，下段は％

男 女

15～24歳（在学中を

除く）
25～34歳

15～24歳（在学中を

除く）
25～34歳

９年 16年 増減 ９年 16年 増減 ９年 16年 増減 ９年 16年 増減

役員を除く雇用者 292 221 ▲71 749 774 25 291 233 ▲58 468 549 81

正規の職員・従業員 256 161 ▲95 711 686 ▲25 225 142 ▲83 336 328 ▲ 8

非正規 36 62 26 38 89 51 65 91 26 131 220 89

役員を除く雇用者 100.0 100.0 0 100.0 100.0 0 100.0 100.0 0 100.0 100.0 0

正規の職員・従業員 87.7 72.9 ▲15 94.9 88.6 ▲ 6 77.3 60.9 ▲16 71.8 59.7 ▲12

非正規 12.3 28.1 16 5.1 11.5 6 22.3 39.1 17 28.0 40.1 12

注１：非正規は「正規の職員・従業員」以外。
注２：増減は平成16年の値マイナス平成９年２月の値により算出。
出所：総務省『平成９年２月労働力調査特別調査報告』及び『平成16年労働力調査年報（詳細）』より作成。
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40.7％で，30歳代前半になると男女それぞ

れ9.1％，48.3％となる（在学者を含む）。

平成９年に比べて非正規の比率が増加してい

る点は全国と同様である。

以上が仕事の入り口の問題とすれば，次に

あげるのは就職後の問題である。その一つが

長い労働時間・働きすぎの問題である。これ

が第三の特徴である。男女別にみると，女性

についても，母性保護廃止の「追い風」を受

けて一定の層に長時間労働の拡大する傾向が

みられる 。が，ここではとくに状況が深刻

な男性についてこの問題を確認しておく（全

国データ）。

図 －２は，非農林業の男性で週60時間

以上働く者の比率の推移を年齢別にまとめた

ものだが，バブル崩壊以降，国際貿易摩擦の

もとで減少しつつあった労働時間は再び増加

傾向にある。30歳代ではいまや約４人に１

人が週に60時間以上働いている計算になる。

私生活の充実や健康の維持という観点から考

えると適切な長さとはいえない厚労省の過労

死の新「認定基準」 にも，優に達する長さ
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図Ⅰ－１ 男女別にみた若年労働者の非正規雇用の規模（北海道)

注１：役員を除く雇用者に占める非正規比率。
注２：雇用者には在学者も含むので注意。
注３：非正規は，パート，アルバイト，労働者派遣事業所の派遣社員，契約社員・嘱託，その他。
出所：総務省『就業構造基本調査報告』（平成９年及び14年）より作成。

図Ⅰ－２ 年齢別にみた週60時間以上就業者比率の推移（平成元年～16年，非農林業)

出所：総務省「労働力調査」各年版より作成。
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である。

実際，こうした長時間労働を背景に，健康

問題の象徴としてのいわゆる過労死・過労自

殺も，若年層にとって無縁ではない（表 －

３）。厚労省資料 で「29歳以下」と「30歳

代」の脳・心臓疾患及び精神障害等に係る労

災認定件数をみると（平成13年末に認定基

準が改正されたので14年度以降は認定件数

が大幅に増加），脳・心臓疾患では全体の２

割から３割を占め，さらに精神障害等の労災

認定については４割から６割を占める。今日，

職場で深刻化している「心の病」の中心層と

して30歳代に労使の関心が集まっている 。

中高年を中心とする人員の削減や新規採用の

抑制のもとでの過重な業務量や成果主義的な

働かせ方が重い負担になっている。

最後に賃金水準の問題である。若者の低賃

金は，非正規雇用だけに多くみられる現象で

はない。正規雇用であっても，いわゆる日本

的雇用慣行の柱をなす年功制賃金が若年層の

収入をおさえこんでいる。厚労省「賃金構造

基本統計調査」で算出すると（図 －３），

「～19歳」の加重平均値は，男性ではかろう

じて200万円に達しているという水準であり，

ピークである50歳代前半の584万円の

36.1％に過ぎない。女性の場合は「～19歳」

では200万円に満たない。300万円という水

準に達するのは男女ともに20歳代後半から

である。しかも女性は，ピークが40歳代の

350,360万円にとどまる。そして，これらの

北海道の値は，全国と比べるとどの年齢階級

でも10％前後低い。

以上，若年層の雇用・労働にみられる諸特

徴として，失業・非正規雇用の増大，長時間

労働・健康問題，低賃金などを確認してきた。

表Ⅰ－３ 若年層の脳・心臓疾患及び精神障害等に
係る労災認定件数の推移 単位：件，％

平成9

年度

10年

度

11年

度

12年

度

13年

度

14年

度

15年

度

16年

度

脳・ 全体 73 90 81 85 143 317 314 294

心臓 29歳以下 2 5 4 4 8 19 13 16

疾患 30～39歳 14 13 12 17 33 49 52 48

比率 21.920.019.824.728.721.520.721.8

精神 全体 14 36 70 100 108 130

疾患 29歳以下 4 7 24 25 25 26

等 30～39歳 3 8 20 25 40 53

比率 50.041.762.950.060.260.8

注：比率は，「29歳以下」と「30～39歳」の合計件
数が全体に占める比率。

出所：厚労省「脳・心臓疾患及び精神障害等に係る
労災補償状況」各年度版より作成。

図Ⅰ－３ 男女別・年齢階級別にみた年収（北海道及び全国)

注：年収の算出は，「きまって支給する現金給与額」×12（ヶ月）＋「年間賞与その他特別支給額」。
出所：厚労省「平成16年賃金構造基本統計調査」より作成。
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では，本調査の結果にうつって，若年労働者

の労働条件や処遇の実態，離職の背景，また

求職活動における労働力需給間の「ミスマッ

チ」の実態とはいかなるものなのか，みてゆ

こう。

Ⅱ．調査の概要

2005年の夏に札幌のヤングハローワーク

で，求職活動中の若者（ハローワーク利用

者）を対象にした質問紙調査を，ゼミナール

の履修生と一緒に行った。具体的には，８

月８日㈪から12日㈮までの５日間の日程で，

12時から17，18時まで，フロアの隅で待機

し，来所者に対して調査票を配布した。

調査票は二種類用意した。まず離職者を対

象としたもので，その内容 は大きく四つに

分かれている。すなわち，（ ）回答者の基

本属性：年齢，性別，最終学歴など，（ ）

最終職について：業種や職種，労働条件や処

遇，離職の契機など，（ ）現在の求職活動

の状況：希望する仕事の条件，就職の見通し，

求職活動での困難など，（ ）世帯での位置

や暮らし向きなどである。もう一種類は在学

生を対象としたものである。調査票の内容は，

上記の四つの大項目から（ ）の設問を除い

ただけで，それ以外は同じである。

調査票は来所者の全員に対して配布した。

配布時に趣旨説明とあわせて現在の状況を尋

ね（離職して求職しているのか，在学中か

等），上記の二種類のうちいずれかを渡した。

なお，学卒未就職者のうちアルバイトをしな

がら求職活動をしている者に対しては，離職

者用の調査票を渡し，（ ）にはアルバイト

の状況を記述してもらった。調査票の回収は，

その場でも行ったが，持ち帰られた分につい

ては，調査票と一緒に渡した研究室宛の返信

用封筒を利用してもらった。

225部（一般用161部，学生用64部）の

調査票を配布し，112人から回答を得た（趣

旨説明の段階で断られたのは20人程度であ

る）。うち，知人の付き合いで来所したとい

う１人が，35歳を超えていたので除いた。

よって，分析の対象は111人である。

以下では，⑴無回答・不明分は除いて計算

をしているので合計人数は一致しない。⑵本

文中に自由記述を掲載した。丸数字（例，

「自由記述①」）と調査票の各設問番号との組

み合わせは表 －１のとおりである。【 】

内の数値は回答者の通し番号である。

Ⅲ．調査の結果

１．属性

回答者は，男性が55人，女性が55人，不

明が１人だった。

年齢は10歳代が８人，30歳代は３人（最

高は33歳）で，残り全員が20歳代である。

後でみるように，在学生や学卒未就職者が半

数を占めるため，20歳代前半のウェイトが

高く，「21，22歳」と「23，24歳」で６割を

占めている。

配偶者や扶養者の有無については，ヤング

ハローワーク来所者という調査対象の性格が

反映されてか，配偶者がいたのは，かつて正

規雇用で働いていた男性１人のみだった。

現在の状態にもとづき回答者を次のように

表Ⅱ－１ 自由記述の説明

自由記述
調査票の
設問番号

内 容

①
仕事での困ったことや不満，疑
問など

② 離職の契機

③ ⑽ 求職活動でのプレッシャーなど

④
求職活動での障害・困難や，自
分の希望とのギャップなど

⑤
資格の有無と資格が求職活動で
役立っているかどうか

⑥ 最後
若者の就職難の原因を若者自身に求める
見解への賛否及び関係機関への希望
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分類した。すなわち，⑴以前に何らかの「定

職」 に就いていたもの（以下，「離職者」）

42人（離職後に進学し現在，専門学校に在

学中のもの１人を含む），⑵在職中のもの

（以下，「在職者」）11人 ，⑶学卒未就職者

34人。そのうち現在アルバイトをしながら

求職しているものが14人，アルバイトをし

ていないものが20人。⑷在学中のもの（以

下「学生」）24人である。なお⑴「離職者」

と⑵「在職者」をあわせたものを，以下，

「離職・在職者」群とする。表 １－１にそ

の特徴などをまとめた。なお，この分類など

によるクロス集計一覧表を資料に掲げたので

参照されたい。

２．若年層の労働条件・処遇など

２では，「離職・在職者」群の調査結果に

もとづき，若年層の労働条件・処遇の特徴に

ついてみてゆく。

男性正規雇用を中心にみられる働き過ぎの問

題

「離職・在職者」群52人のうち正規雇用は

30人（57.7％）である。この30人のうち性

別不明１人を除く18人が男性である。この

男性正規雇用労働者を中心に，いわゆる働き

過ぎ・過重な労働負担の問題についてみてゆ

こう。

まず彼らの一日の労働時間は（表 ２－

１），全体の８割が10時間を超えており，さ

らには13時間以上という回答も３割弱を占

める。一週間の労働時間についても，50時

間以上が８割弱を占めており，一ヶ月の休日

が「４日未満」であるものも４人に１人の割

合でみられる（表 ２－２）。

また，いまや学生バイトでも珍しくない

サービス残業も，「あった」が83.3％（女性

正規雇用では54.5％，学卒未就職者のアル

バイトに限っても30.8％）に達し，サービ

ス残業を含む一ヶ月の残業時間は（表 ２－

３），先述の厚労省の労災認定基準（「45時

間以上」）の近似値である「40時間台」以上

は４割に達している。

表Ⅲ１－１ 現在の状態別にみた回答者の属性など

現在の状態 人数

最終職（現

職）の雇用

形態

性別

男性 女性
平均年齢

正 規25人 15人 ９人 24.9±3.0歳
離職者 42人

非正規15人 ６人 ９人 23.5±3.1歳
離職・

在職者

群
正 規５人 ３人 ２人 23.4±1.7歳

在職者 11人
非正規２人 ０人 ２人 29.0±2.8歳

バイト中 14人 非正規14人 11人 ３人 22.9±2.2歳学卒未

就職者 バイトせず 20人 11人 ９人 22.7±1.3歳

学生 24人 ７人 17人 21.6±2.1歳

注：無回答・不明は除いているので，合計人数は一致しない。

表Ⅲ２－１ 一日及び一週間の労働時間

単位：人，％

18 100.0

８時間台 2 11.1

９時間台 1 5.6
一日の
労働時間

10時間台 6 33.3

11，12時間台 4 22.2

13時間以上 5 27.8

17 100.0

40時間台 4 23.5

50時間台 1 5.9
一週間の
労働時間

60時間台 2 11.8

70時間台 7 41.2

80時間以上 3 17.6

― ―194 北海学園大学経済論集 第53巻第４号(2006年３月)



こうした長時間労働を反映して，後にみる

「離職の契機（複数回答可）」で「自分の体調

不良・病気のため」を選択した６人は，全員

が正規雇用だった（正規雇用全体の５人に１

人が選択したことになる）。そこで彼・彼女

ら６人の労働条件を詳しくみるため抜き出し

たものが表 ２－４である。

６人のうち【10】～【39】の４人は一日の

労働時間が10時間～14時間で，一週間の労

働時間は，「過労で倒れたため（但し，仕事

だけでなく家庭事情も重なったため）」離職

した【10】の「80時間以上」を筆頭に，「60

時間台」が２人，「50時間台」が１人である。

一ヶ月の休日については，【22】は10日だが，

それ以外は完全週休２日制以下である。

後述するが，離職にはこうした長労働時間

以外の要因も重なっている。例えば【10】は

人間関係（「悩みや不安を上司が聞いてくれ

ない。人間関係が悪い」）を，【25】は残業の

強制（「残業・休日出勤が当たり前でほとん

ど義務化していた。断れない状態。」）を，そ

れぞれ訴えている。また，その内容は明示さ

れていないが，人権侵害的な状況に直面する

ケースもある（【22】「暴力・肉体的制裁・名

誉毀損」）。

また，残りの２人（【57】【85】）は，週の

労働時間こそ「40時間台」で月の休日も８

日確保されていたが，【57】は職種・仕事の

内容による強いストレスを示唆する回答

（「体力的に無理があった。ストレスで体調を

崩したため。」）を，【85】は要員不足と，理

想とのギャップを，あげている。

【85】介護度が高くなるが（高い要介護者の

多い職場だが― 調査者），人員的余裕がな

かった。この先仕事をやっていても，自分

自身の仕事に対する充実感・やりがいがみ

つけられないとの思いが高まり，それと比

例して仕事に対するモチベーションが低下

表Ⅲ２－４ 体調不良・病気を契機（の一つ）として離職したものの労働条件等

番号 性別 年齢 職種・仕事の内容 月の手取り
一日の労

働時間

一週間の

労働時間

月の休日

日数

サービス残

業の有無

10 男性 30歳代 広告制作 データエン
トリー

14万円 14時間 80時間以
上

７日 あった

22 男性 20歳代前半 印鑑・表札の訪問販
売・アフターサービス
等（飛び込み）

20万円 12時間 60時間台 10日 あった

25 女性 20歳代後半 自動車部品製造 20万円 10時間 60時間台 ４日 なかった

39 女性 20歳代前半 旅行予約受付 18万円 12時間 50時間台 ６日 なかった

57 男性 20歳代後半 警察官 20万円 ９時間 40時間台 ８日 なかった

85 不明 不明 介護職 15万円 ８時間 40時間台 ８日 あった

注：一週間の労働時間については，10時間刻みの選択肢から回答。

表Ⅲ２－２ 一ヶ月の休日

単位：人，％

17 100.0

４日未満 4 23.5

４，５日 5 29.4

６，７日 2 11.8

８，９日 5 29.4

10日以上 1 5.9

表Ⅲ２－３ 一ヶ月の残業時間

単位：人，％

18 100.0

ほとんどなし 4 22.2

10時間台 2 11.1

20時間台 2 11.1

30時間台 3 16.7

40時間台 1 5.6

50時間台 1 5.6

60時間台 1 5.6

70時間台 4 22.2
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していた。仕事に対する熱意の差から周り

との関係がうまくいかなくなっていた。」

別調査で補足すると，施設介護の現場では，

要員不足で夜勤も多いが，賃金は低く，しか

も，賃金の高いベテランから若い職員への置

き換えが進んでいるにもかかわらず教育訓練

の体制は整備されていなく，ストレスを抱え

て働いている若者が多いという 。

ところで，内閣府の無業者調査では，「非

求職型」無業者の非求職理由で多いのは「病

気・けがのため」だった 。上記６ケースの

ような過重な労働負担による心身の悪化や，

働くことを忌避させるような職場での経験

（例えば後述の【64】も参照）が，ともすれ

ば若者自身の問題として認識・批判されがち

な非求職という行動に反映されている可能性

は小さくあるまい。

なお，以上のような心身を壊すほどの長時

間労働だが手取りはそう高くはない。すなわ

ち男性正規雇用全体の６割が月の手取りは

20万円未満に位置している。また，社会保

険の加入状況についても，男性では，「分か

らない」の１人を除き全員が加入しているが，

女性では未加入も２人みられる。

基幹労働力としての非正規雇用

次に，非正規雇用の労働条件・処遇につい

てみてみよう。対象は同じく「離職・在職

者」群中の，17人（男性６人，女性11人）

である。

今日，短時間就労で周辺的・補助的な業務

に従事する非正規が増大する一方で，正規か

ら非正規への置き換えが進み，基幹的な業務

に低い処遇で従事させられる非正規も増大し

ている。

本調査結果でも，例えば，映写技師として

６年半「パート」で働いていた女性【１】は，

「パートなのに仕事に関する責任が重い。」と

不満を述べる。彼女の労働時間は一日８時間，

週「40時間台」，月の残業は「10時間台」で

サービス残業も「あった」。

あるいは現在教育現場で大量に「活用」

されている期限付きの臨時教員として働いて

いた男性（【６】）は，「月９～10万で１日

AM7：00～AM1：00（PM1：00？― 調査

者）などの勤務が多かった。上の仕事はすべ

て下の人がやることが多かった。」という。

彼の労働時間も決して短いものではない。一

日８時間，週「40時間台」，月の残業時間は

「20時間台」で，「残業等は外向きに見えな

いようにコソコソとやらなくてはならなかっ

たこと」を不満としてあげている。サービス

残業も「あった」。彼の離職の契機は，雇用

契約期間の満了と，こうした労働条件・処遇

への不満だった。

あくまで労働時間の長さだけでの評価だが，

こうしたケースにみられるように，彼・彼女

らの仕事は楽なものではない。一日８時間未

満・週40時間未満のものは２人のみで（表

２－５），一ヶ月の休日日数についても

（表 ２－６），完全週休二日制にあたる８日

以上は全体の半数強にとどまる。一ヶ月の残

業時間こそ（表 ２－７），正規雇用と比べ

るとほとんどなし（29.4％）や「10時間台」

（47.1％）に傾斜してはいるが（但し逆にい

うと，残業ありが７割に及ぶことには留意が

必要だろうが），サービス残業の経験者比率

も正規雇用に負
﹅
け
﹅
て
﹅
は
﹅
いない（68.8％）。

だが処遇は（表 ２－８），社会保険加入

者は全体の64.7％にとどまり，一ヶ月の手

取りは15万円未満に８割強が集中する。そ

して後述のとおり，正規雇用とは異なり，

「雇用契約期間の満了」での離職が多い

（43.8％）という，不安定な働き方を余儀な

くされた層なのである。

若者の離職の背景―「自発的」離職か？

若年層の離職は，離職までの期間が短く，

また離職理由も，「会社都合」「非自発的」で

はなく「自己都合」「自発的」のウェイトが
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高いことを特徴としている。こうした特徴が

若年層に対する厳しい見方を助長する一因に

もなっている。

さて，本調査においても回答者の勤続年数

は短い。３年未満が全体の８割弱を，さらに

は１年未満も４割弱を占める。だがその理由

をみると単純に「自発的」と解釈はできない。

例えば，上で確認したように，労働条件・処

遇の面での問題は少なくない。重複する部分

もあるが，若者の離職の背景をみてみよう。

彼らに「働いていて困ったことや不満，疑

問など」があったか尋ねたところ「あった

（ある）」は例えば正規雇用では７割に及んで

いた。その内容はいかなるものか。自由記述

をみると（残りは資料２の「自由記述①」。

以下，同様。），サービス残業や長時間労働に

関する訴えが多い。なかには，過労で身体を

壊すに至ったケースもみられる。

【２】 サービス残業がほぼ毎日。

【７】 労働時間。

【23】 休みが少ない。不定休。週休２日だけど潰

れて結局月２～３日程度。

【25】 残業・休日出勤が当たり前でほとんど義務

化していた。断れない状態。

【36】 勤務終了時間が遅い。

【60】 自分の職種とまったく違う仕事をやらされ

ていた。サービス残業はあたり前で，休日

出勤しても，それもサービス残業になって

しまう。

【64】 ●時給で働いていた。●退出時間を，打刻

するわけではなく，ペンで記入。30分刻

みで時間を書き，提出をすること。●８時

間を超える労働の場合も，加算がなかった

こと。入社時に，加算は上司から残業の依

頼を受けた場合のみされるもので，自分の

仕事が終わらなかったという理由では加算

されないと所長より説明を受けたこと。●

求人の職務内容と実際の仕事内容が全然

違っていたこと。●17：30までの勤務の

表Ⅲ２－８ 社会保険の加入状況及び
一ヶ月の手取り 単位：人，％

17 100.0

社会保険の
加入状況

加入していた（してい
る）

11 64.7

加入していなかった
（していない）

5 29.4

分からない 1 5.9

17 100.0

平均的な

一ヶ月の

月収

（手取り）

10万円未満 2 11.8

10～12.5万円未満 8 47.1

12.5～15.0万円未満 4 23.5

15.0～17.5万円 3 17.6

表 ２－７ 一ヶ月の残業時間

単位：人，％

17 100.0

ほとんどなし 5 29.4

10時間台 8 47.1

20時間台 2 11.8

…

50時間台 1 5.9

60時間台 1 5.9

表Ⅲ２－６ 一ヶ月の休日

単位：人，％

17 100.0

４日未満 1 5.9

４，５日 4 23.5

６，７日 3 17.6

８，９日 6 35.3

10日以上 3 17.6

表Ⅲ２－５ 一日及び一週間の労働時間

単位：人，％

17 100.0

一日の

労働時間

6，7時間台 2 11.8

８時間台 11 64.7

９時間台 3 17.6

10時間台 1 5.9

16 100.0

一週間の

労働時間

30時間台 2 12.5

40時間台 13 81.3

50時間台 1 6.3
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契約が実際には，20～22時位まで働かさ

れたこと。（暗に時間通りに帰ればやめさ

せるようなものを感じました。）

【91】 働かされすぎて病気になった。

問題は労働時間の長さだけでない。ここで，

聞き取りも行ったａ氏の例を紹介しよう。以

下のような，毎日のルーチンワークと長時間

労働，そしてサービス残業の恒常化のもとで

「将来的なことを考えて辞めようと思った」

という氏の３年目での離職を，経験が浅い若

者の早まった行為とはいえまい。長時間労働

もさることながら，やりがいのある仕事の機

会の喪失は，若年層をとりまく大きな問題と

なっている 。

大学を卒業後，道内大手の食品製造会社で営業職

として勤務。仕事の内容は，前日に売れた商品の

データを整理してその分だけの商品を各店舗に納

めてゆくというもの。通常の勤務時間は朝の６時

半から18時半ぐらい。自宅は６時過ぎにはでて

いた。繁忙期である10月から12月のあいだは，

朝の５時から製造部門の手伝いもし，仕事を終え

るのは19時から21時で，「目の下にくまをつ

くって」「休みなし」で働いていた。残業代は上

司の裁量で「９割９分つかない」ため，月の総支

給額は繁忙期でも23，24万円だった。こうした

定型的な業務，長時間労働による過重な労働負担

と，将来的な展望の見えなさを理由に離職。

質問紙調査に戻ろう。詳しい状況は必ずし

も明らかでないが，自由回答からは，長時間

労働に加えて，仕事を教わることができない，

悩みや不安に付き合ってくれる先輩・同僚が

いないなど，新たに入職してきた若者を育て

ることができない，職場のゆとりのなさがみ

えてくる。それはときには職場で深刻化する

セクハラ，パワハラなど文字通りの「人権問

題」にも発展する（例えば先述の【22】「暴

力・肉体的制裁・名誉毀損」や，以下の

【64】）。

【30】 忙しい店舗だからかもしれないが仕事を教

えてくれる人が決まっている訳でもなく数

人から色々とバラバラに教わっていたこと。

【59】 学生の時みたいに誰かが助けてくれること

は，ほとんどなく，何でも１人でしなけれ

ばいけなかった。とても困った。

【64】 ●一緒に働いていこうとしている人間に，

仕事がちゃんとできるのか会社，取引業者，

エンドユーザーを使い，試したこと。（ex）

出張に行ったことにして，事務所の外から

中を監視。過重振込みをしたことにして，

怒なりつけ，所員に払い戻しに行かせ，問

い正したら，所長が割って入り，過重じゃ

なかったと弁明。●工場への部品の手配を

しなかったと責められたこと。実際は，嫌

がらせをされ，手配はしていたが，送って

もらえなかった。数々の不等な扱いを受け

ました。まだまだ沢山あります。

こうした職場での困難や不満などは若者を

離職にいざなう。離職の契機を尋ねたところ

（表 ２－９），「労働条件や処遇に不満」が

42.2％で最も多い。ついで高率なのが「職場

の人間関係」（31.1％）である。これら二つ

の項目は独立してではなく，からみあっても

存在する。例えば【２】の「上司のワンマン。

労働基準がまったく基準通りではない。」は

その典型だ 。加えて，収入面やキャリア面

での展望のなさが回答されている（資料・

「自由記述②」。前掲【85】も参照）。

【63】 手取り年収が200万円にみたないので，一

人暮らしをしていると貯蓄があまりできな

い。そして，今後も収入，キャリア共に

アップできる機会がないため。

３．求職活動の状況

３では，回答者全体を対象に，求職活動に

おける状況をみていこう。まず，幾つかの特

徴を簡単に整理しておく。
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①現在の求職活動の方法は，調査の性格上，

ハローワークへの登録が97.2％，求人誌な

どの利用が57.5％，ジョブカフェへの登録

が54.7％である。

②ハローワークに登録した時期は，本調査

を実施した８月あるいはその前の月（７月）

が全体の４割を占めている一方で，学卒未就

職者など，17年度より前（17年３月前）と

いう比較的早くから登録し求職活動を続けて

いるものも全体の３割強みられる。

③具体的に費やしている時間の長さは不明

だが，求職活動に「非常に時間を割く」割合

は，学卒未就職者でじゃっかん高いことを除

き，全体では１割強にとどまる。

④現時点までの求職（応募）件数について

は，ハローワークに登録したのが最近のもの

が少なくないため，「０件」が３割を占めて

いる（無回答24人のなかにも応募「０件」

が含まれると思われる）。が，他方で学卒未

就職者や在学者を中心に応募件数の多いもの

もみられる。

若者は仕事を選り好みし過ぎているのか？

仕事はあるのに若者は選り好みし過ぎであ

る，という見解は根強く存在する。妥当だろ

うか。あるいは，需給間のミスマッチで雇用

に結びつかないという，それ自体は正当な見

解がある。だが，そうした見解の後には，だ

からこそ若者自身はそのミスマッチの解消に

努めなければならない，という主張が続く

（employ abilityの獲得）。だがそれはどこま

で可能なのだろうか。求職活動の状況をみて

いこう。

彼らはどんな仕事を探しているのだろうか。

まず雇用形態をみると，「フリーター」もじつ

は正規雇用志向が強いという各種調査での指

摘とも重なるが，本調査でも，「正社員」を望

むものがほぼ全員である（102人中99人）。

次に，毎月の手取りの希望額はそう高くは

ない。15，16万円が４割を占め，全体の９

割が20万円以下である。学生の希望はむろ

んのこと，学卒未就職者も離職・在職者群も

同様の傾向にある。

では求人条件でとくに重視しているものは

なにか（表 ３－１) 。まず多いのは，ア

正社員であること（50.9％），そしてアと重

複するがオ各種の社会保険が整備されている

こと（42.5％）である。加えて，多いのがク

仕事の内容（50.0％）である。学卒未就職者

に限定するとこのクの値は７割に及び，彼ら

の仕事へのこだわりが示唆される。この点を

除けば，若者が求職活動で選り好みをしてい

るわけではさしあたりなさそうである（この

「こだわり」については後で検討）。が，就職

（再就職）の見通しはどうか。全体では

34.0％が，学卒未就職者では45.2％が「非

表Ⅲ２－９ 離職の契機（複数回答可) 単位：人，％

全体 正規 非正規

45 100.0 29 100.0 16 100.0

事業所閉鎖・会社倒産等 1 2.2 0 0.0 1 6.3

解雇・人員整理 3 6.7 3 10.3

雇用契約期間の満了 7 15.6 0 0.0 7 43.8

勤め先事業の先行き不安 7 15.6 6 20.7 1 6.3

労働条件や処遇に不満 19 42.2 13 44.8 6 37.5

当初に示されていた労働条件との相違 6 13.3 4 13.8 2 12.5

職場の人間関係 14 31.1 11 37.9 3 18.8

他にやりたい仕事や活動があった 9 20.0 7 24.1 2 12.5

自分の体調不良・病気のため 6 13.3 6 20.7

その他 1 2.2 1 3.4

注：学卒未就職者は含まず。
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常に難しい」と回答している。

「即戦力」志向という高い壁

では彼・彼女らの前に立ちはだかっている

のは何であるのか。求人条件での不満や就職

に際しての障害について尋ねたところ（表

３－２），最も多いのは，ク経験が要求され

ていることで，回答者全体の６割，学卒未就

職者に限ると全体の８割に及んでいる（資

料・「自由記述④」）。

【10】 別職種に行こうとした時，年齢・経験が

ひっかかる。

【42】 経験者を要求するものが多いので，結局そ

の職種を経験するためにアルバイトをした

りすると，正社員になるまでの時間があい

てしまい，余計に再就職する事が困難にな

りそう。

【64】 興味のある職業と今の自分の資格，経験に

開きがあること。今ある現実。〝もっと若

ければ……"という気持ち。

【65】 年齢や経験が要求されるのが多くて新卒で

はなかなか良い所がなくて困難。

関連していえば，資格取得熱の高まりのも

とで，回答者の約７割が，語学系やパソコン

ソフト操作など何らかの資格を取得している

（資料・「自由記述⑤」）。だが，例えば「とり

やすいものからとる」という学生の主張に象

徴されるように，これらの資格の取得が就職

の展望や就労意識の高まりと必ずしも結びつ

いているわけではないようである。

以上は，OJTを中心とした人材育成シス

テムを縮小し，「即戦力」志向を強めている

企業側の採用行動の変化 を少なからず反映

した結果といえよう。わが国の職業訓練に関

する歴史的背景を無視して，就業経験の浅い

（ない）若者自身にミスマッチの解消を求め

るのは酷なことといえよう。付言すれば，わ

表Ⅲ 3-1 求人条件でとくに重視しているポイント（２つ以内) 単位：人，％

全体
離職・在職者群 学卒未就職者 学生

106 100.0 50 100.0 32 100.0 24 100.0

ア正社員であること 54 50.9 30 60.0 13 40.6 11 45.8

イ収入がよいこと 18 17.0 10 20.0 2 6.3 6 25.0

ウ各種手当があること 7 6.6 6 12.0 1 3.1 0 0.0

エ残業の少ないこと 4 3.8 2 4.0 0 0.0 2 8.3

オ雇用・医療・年金など各種の社会
保険に加入していること

45 42.5 24 48.0 15 46.9 6 25.0

カ会社の場所 29 27.4 10 20.0 9 28.1 10 41.7

キ会社の知名度 1 0.9 0 0.0 0 0.0 1 4.2

ク仕事の内容 53 50.0 20 40.0 22 68.8 11 45.8

ケその他 5 4.7 2 4.0 1 3.1 2 8.3

表Ⅲ -2 求人条件での不満や就職に際しての障害
単位：人，％

全体
学卒未就職者

102 100.0 32 100.0

ア正社員での募集が
少ない

37 36.3 8 25.0

イ賃金が低い 33 32.4 8 25.0

ウ労働時間が長い 7 6.9 1 3.1

エ仕事の時間帯があ
わない

5 4.9 1 3.1

オ仕事がきつそう 3 2.9 1 3.1

カ社会保険に加入して
いる募集が少ない

9 8.8 1 3.1

キ年齢制限 17 16.7 3 9.4

ク経験が要求されて
いる

63 61.8 26 81.3

ケ高度な技術や資格
が要求されている

25 24.5 11 34.4

コその他 10 9.8 3 9.4
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が国でNEE「Ｔ（training）」という言葉を

使うのは，職能形成に関する公的な条件整備

を図ってこなかったという事実に，言い換え

れば，「training」に進むというルートは一

般的でないという事実に，そぐわない。公的

な職業訓練機関の整備が急がれる。

さて，経験の要求以外で多い障害・困難は，

ア正社員での募集の少ないことやイ賃金の低

いことでそれぞれ全体の３割を占めている。

これらの不満は女性でやや多い（各４割）。

なお，先に明らかな「人権問題」にあたる

と思われるケースを示したが，それ以外でも，

過去の就業経験が企業不信を招き，求職活動

でマイナスに働いているケースもみられる

（【32】「前の会社で休日や残業について偽っ

ていたので，疑ってしまう。」【108】「前職で

企業というものにかなり不信感を持ってし

まったのでなかなか応募にふみきれない。」）

フレキシブルに働くことが要求されるわが国

「企業中心社会」に適応できない「甘い」考

えと一蹴されるべきものだろうか。

強いプレッシャー，不安と混乱

こうした高い壁に阻まれるなど，求職活動

は「プレッシャーを感じたり気持ちがまいっ

たりする」ものでもある（66.3％）。むろん

健全なプレッシャーは若者の成長にとっても

不可欠だ。だが，自由記述を読めば，例えば，

理由を説明されることなく面接で繰り返し不

採用を経験したり，理不尽な扱いを受けたり

するなかで，求職意欲を喪失してゆく姿もみ

えてくる (資料・「自由記述③」参照）。

【30】 自分のどういう部分をアピールしていって

いいかみつからないところ。（応募件数は

50社，面接件数は10社。以下，同様。）

【44】 大人しく引っ込み思案な性格なので，求人

票にある人材像（例えば，前向きで積極性

がある，行動力があるなど）とギャップを

感じ，自分は社会に出てやっていけるのだ

ろうかという不安を感じてしまう。（５社，

１社）

【49】 面接で自分自身の事を問われるのではなく，

家族の事について問われる。（20社，４

社）

【70】 履歴書を送ってもつき返される。何が落ち

た理由なのかがはっきりとわからない。不

安ばかりで自信を失う。（20社，５社）

【72】 どうして落ちたか分からない時。（５社，

４社）

【83】 一生懸命履歴書を書いてもそれが面接で全

く聞かれずに落とされたりするとやる気を

失う。（20社，７社）

重複するが，もう少しみてゆこう。例えば，

まわりで就職が決まってゆくなかで焦りを感

じたり，子どもの心配をする親の存在が本人

にとってプレッシャーになっている姿がみら

れる。現在の心境で「非常に焦りを感じてい

る」「多少焦りを感じている」のが全体では

それぞれ34.3％，31.1％である（学卒未就

職者では各50.0％に及ぶ）。なかには，卒業

して友人との交流も疎遠になったのか，社会

的に孤立したようなケースなどもみられる。

【24】 このまま試験にも受からないで就職できな

かったらということを考えるとプレッ

シャーになる。両親に申し訳ないという気

持ちもある。（学卒未就職者，「（在学中に

― 調査者）たくさんエントリーしたので

覚えていない」，15社）

【55】 学校（美容関連の専門学校―調査者）にも

通って卒業もしたのに，今は何もしないで

両親を頼っていること。周りの友人は，み

んな働いているのに，自分は何をしている

のだろうと思う。（離職者，20社，５，６

社）

【110】親としては心配してのことなのだろうが，

就職活動に関していま現在非常にプレッ

シャーを受けている。大学卒業から時間が

経過しておりいまなお就職できないことを

申し訳なく感じており，収入もないため非

常に弱い立場であるが，日常生活が若干息
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苦しい。（学卒未就職者，10社，５社）

【８】 ニートの気持ちがわかる。実家にいると本

当の意味での危機感が薄れていく。しかし

家族の生活は苦しくなる。自分とまわりと

の気持ちのギャップが生じてくる。大事に

いこうとしすぎて失敗がこわくなって何も

しなくなる。（離職者・飲食業・パート・

アルバイト，５社，５社）

【88】 短大を卒業し，何もしていない状況で求人

をただ見ているだけなので，これから，ど

う生きていけばよいのか，たまに，分から

なくなります。正直に言うと不安です。

（学卒未就職者，21社，０社）

【93】 引きこもる。親不孝している。（学卒未就

職者，「数え切れない」，20社）

あるいは，自分に適した仕事をさがし続け

混乱や不安を抱えるに至るケースもみられる。

この点に関連して補足する。

先に，求人の条件で「仕事の内容」にこだ

わるものが多いことを確認したが，ではどう

いう仕事（仕事の内容）を探しているのか，

自由記述で回答してもらったところ，「未定」

「とくに決まっていない」という記述，ある

いは無記入をあわせると全体の３割

（28.8％）を占めていた。「仕事の内容」を選

択した53ケースに限定しても，無記入は12

ケース（22.6％）と少なくない（選択してい

ないケースでは28.3％）。つまり，「仕事の

内容」にこだわりを示しながらもその具体的

な内容まで自覚されているわけでは必ずしも

なく，自分に適した仕事を探し続ける状況も

一部にみられるのである。

【２】 何が自分にあっている職かわからなくなる。

（離職者。最終職はパチンコ店・正社員，

０社，０社）

【64】 働きたい気持ちはあるが，何に就いたらよ

いか，年齢，資格，学歴などに制約があり，

決めかねていること。（離職者。最終職は

経理・契約社員，５社，１社）

【84】 自分の希望職があるのか。親が心配するの

で家から通える距離で仕事が見つかるか。

（離職者。最終職と応募・面接件数は不

明。）

【89】 就職出来るかという不安以上に，決まった

として，そこでいいのかという不安の方が

大きい。（学生，２社，１社）

ここまででみてきたような，求職活動でつ

ぶれてしまったり，あてどなき適職探しを続

ける彼・彼女らの姿はどう評価されるべきも

のだろうか。「軟弱」であり「贅沢」「甘え」

であるのだろう か。こ れ こ そ ま さ に

「NEET」に通ずる姿だと指弾されるものだ

ろうか。

だが，こうした就業意識や行動についても，

彼・彼女らが生きてきた（生きている）環境

との関連ぬきで解釈されるべきではなかろう。

それは例えば，「ナンバー・ワンにはならな

くていい」けれどもオンリー・ワンを煽られ

る環境 や，急速に解体する社会のもとで他

者とのつながりや信頼感を育む機会に十分に

恵まれなかったこと などである。言い換え

れば，上記の回答者の姿は，若者を受け入れ

成長させる条件を喪失してきた社会のありよ

うを反映したものというべきではないか。

４．世帯や暮らし向きの状況

最後に，世帯での位置や暮らし向きについ

てみてみる。但し，踏み込んだ質問は設けて

いないので（注釈14），簡単にとどめる。

親世代への若者の経済的依存は「パラサイ

ト・シングル」という言葉で揶揄・批判され

るが，本調査ではどうか。回答者の，世帯で

の位置は，「世帯員」が多い（69.9％）。よっ

て主たる家計支持者も「親」が７割強と多い

（別居のケースでは，「仕送り」による支持を

意味していると思われる）。この点は，ウェ

イトこそ異なるが，在職者や離職者でも同様

である。親との同居がどの時点からなのか

（離職後なのか，以前からなのか）は不明だ
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が，離職者でも61.5％が世帯員である。さ

らに，在職者でも45.5％が世帯員である。

よって，いまの暮らし向きについても，「非

常に苦しい」は12.5％にとどまり，扶養家

族を抱えた中高年の失業者・求職者と比べる

と，困窮度は低いと推測される。

だが，先にみたとおり，回答者の月収（か

つての月収）は，正規雇用であっても手取り

で20万円未満が６割を占めるという水準に

あった。しかも，とりわけ男性では労働時間

が長く，家事等に費やす時間の確保は困難

だったろう。そういう状況下で親との同居を

選択するのはある意味において自然なことと

いえまいか。

Ⅳ．まとめに代えて

「フリーター」に加えて「NEET」という

言説の氾濫のもとで，若者に厳しいまなざし

がそそがれている。だが，ヤングハローワー

ク来所者を対象にした本調査で示されたのは，

問題状況の列挙ゆえにややミゼラブルに過ぎ

るきらいがあるが，次のようにまとめられる

だろう。すなわち，求職活動では，「即戦力」

志向という高い壁に阻まれ，納得いく理由が

必ずしも示されないまま不採用を繰り返し経

験する。就職しても，正規雇用を選択したの

ならば長時間労働はむろんのこと，サービス

残業という法に反した行為にも適
﹅
応
﹅
しなけれ

ばならない。非正規雇用をやむなく選択すれ

ば，要求される仕事は必ずしも楽なものでは

ないが処遇は低く雇用は不安定である。より

よい仕事を求めて「自発的」に離職をして求

職活動をしていてもまわりの重圧を感じざる

を得ない。高額の収入を求めているわけでは

必ずしもなく，希望は，安定した雇用という

点だが，その希望さえいまは「高望み」にな

りつつある，等々。

若者のこうした雇用・労働をめぐる問題状

況は，「NEET」議論からは抜け落ちたもの

である。また，これらの問題の解消は若者だ

けの課題ではあるまい。例えば次に列挙した

ような政策上の課題はわが国労働者に共通し

たものだろう。

第一に，労働時間規制である。その方法は

直接・間接様々だが，法律に違反した行為で

ある不払残業 の早急な解消をあげることに

異論はあるまい。また，大量失業の一方で，

職場では過労で離職に至るケースさえ珍しく

ないという事態の解消のためには，仕事の分

かち合い・ワークシェアリング，なかでも

「一律型」 の導入が急がれる。その際に，正

規から低処遇の非正規への置き換えが野放し

で進むわが国で「同一（価値）労働同一賃

金」原則もセットで導入される必要があるの

は言うまでもない。

第二に，非正規であっても安心して働ける

働き方・処遇の整備が必要である。それは

（とくに現状では）若者を低位の位置に固定

化させる危険性をはらんでいる。だが，非正

規雇用の増大が避け得ない状況下で闇雲に正

規雇用への「脱出」を煽るのは，「フリー

ター」に押し込まれる層に烙印を押し，彼ら

の労働条件・処遇を放置することにもなりか

ねない。さらにいえば，「低い就労意識」「覇

気がない」と否定的に解釈されがちな若者の

意識と解離する可能性もある 。ちなみに，

非正規を中心にワーキング・プアの拡大する

いま，安心して働ける条件の整備に関して

真っ先にあげたいのは，賃金のナショナル・

ミニマムたる最賃制度の改善である 。

第三に職業教育の充実である。OJTを中

心とした，企業のかつての人材育成システム

が「会社人間」の形成に「寄与」したことを

考慮しても，公的基盤の整備・拡充は不可欠

だ 。ヨーロッパ諸国（イギリスを除く）に

比べて低いわが国の雇用対策費（対 GDP比

で0.76) の量的・質的充実が急がれる。も

ちろん，ここでいう職業教育とは，働くもの

の権利等について知らされずに職業生活を始
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め，文字通り「使い捨てにされる」若者が珍

しくない状況を考慮しても，資格の取得等に

限定した狭義のそれでも，現行のインターン

シップにとどまるものでも，ない。「その職

業で生活と権利を守ってゆくにはどうすべき

かという闘いのす
﹅
べ
﹅
」 を含む，豊富な内容

の職業教育の実施である 。

何よりもいま求められているのは，若者の

雇用・労働をめぐる実態を把握しそれを政策

に反映させるルートの確立である。それには

若者自身の参画が欠かせない。楽観視は許さ

れないが，「若者の就職難の原因は若者自身

にある」という一般的な解釈を「受け入れ

て」現状に適応することを自らに厳しく課す

ケースの一方で，「私」が直面している問題

は社会構造上の問題にある，言い換えれば，

「私たち」の問題であると意識しているケー

スも少なからずみられる（資料・「自由記述

⑥」）。「定職に就け」という重圧のもとで雇

用の流動化政策が推進されている，そんな不

条理に翻弄される若者を受け止め，そこから

外側の状況を変革してゆく，そういう機能を

あわせもった，「居場所」が求められている。

それは労働組合の姿と重なる 。

謝 辞

本調査実施にあたり，ヤングハローワーク

札幌の職員の方々にはたいへんお世話になり

ました。厚く御礼申し上げます。

１ 児美川孝一郎「フリーター・ニートとは誰か

― つくられるイメージと社会的視点の封印」佐

藤洋作・平塚眞樹編著『ニート・フリーターと学

力』明 石 書 店，2005年。ま た，氾 濫 す る

「NEET」言説への批判の書として本田由紀ら

『「ニート」って言うな 』光文社，2006年を参照。

２ 本調査はゼミナール ・３年生の活動として実

施したものである（履修生は伊藤阿沙美，近江志

乃，香川透，黒田望美，故島圭介，川口直彦，紺

野祥子，里見恵子，杉村俊行，輪島大介，萩浦千

尋の11名）。調査の結果は学生の手でまとめられ，

その「成果」は2005年12月に中央大学で開催さ

れた「第52回 日本学生経済ゼミナール」で報告

された。但し，学生の技術レベル上の制約もあり，

分析は単純集計にとどまっていたので，川村が本

稿をまとめた。

３ 本調査の限界をあらかじめことわっておくと，

離職者あるいは離職を考えている者（在職者）の

働き方は若者の「平均的な」働き方よりも厳しい

内容と思われる。また，非求職者や非希望者の就

業行動や意識は対象ではない。以上を踏まえた上

で，若者の雇用・労働をめぐる問題状況を検討し

たい。

４ 政策の方向性と限界については，本田由紀『若

者と仕事―「学校経由の就職」を超えて』東京

大学出版会，2005年の第６章「若者に力を与え

るために― 若年雇用政策の問題点と新たな提案

― 」を参照。

５ 実際には，若者の早期の離職の背景には，労働

市場の厳しさ，すなわち失業率が高く希望する仕

事の少ない状況下で不本意な就職を余儀なくされ

ることがある。玄田有史『仕事のなかの曖昧な不

安』中央公論新社，2001年，p.91～p.96を参照。

６ 内閣府『平成15年版 国民生活白書』ぎょう

せい，平成15年，p.84～p.85。

７ 乾彰夫「「戦後日本型青年期」とその解体・再

編」『ポリティーク』Vol.３，旬報社，2002年。

８ 厚労省発表資料「一般職業紹介状況（平成17

年12月分及び平成17年分）について」2006年

１月 31日。http://www.mhlw.go.jp/toukei/

itiran/roudou/koyou/ippan/2005/12/index.

html

９ 同調査は調査の実施頻度が５年に１度と少ない

こと，また労働力調査と異なり「ふだんの就業・

不就業の状態」を尋ねており，かつ，有業者に在

学者が含まれている。

10『労働力調査年報 平成16年』のデータでは，

週60時間以上働く女性は20歳代では5.5％，30

歳代前半では4.8％で，その比率は増加傾向にあ

る。

11 同基準では，月の残業時間が45時間を超える

と，業務と発症と間の因果関係が強くなってゆく

という見解が示されている。

12 厚労省「脳・心臓疾患及び精神障害等に係る労

災補償状況」各年度より。ホームページで入手し

得た分のみ。最新は2005年６月17日付（平成

16年度分）。

13 社会経済生産性本部メンタル・ヘルス研究所

『産業人メンタルヘルス白書 2005年版』同研究

所，2005年。
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14 失業や求職の困難として現れる階層に関する質

問項目も調査票に設けたかったが，回答拒否が多

くなるかもしれないというハローワーク職員の助

言に従い割愛した。世帯の収入生活面などについ

ても，同様の理由で割愛した。

15 但し今日では「定職」が必ずしも正規雇用を意

味しなかったり，派遣など就労と失業との境目が

不明瞭なケースも想定される。

16 在職者のヤングハローワークの利用は少ないと

聞いていたので，労働条件・処遇を尋ねた（ ）

の設問では「最終職」について回答してもらうよ

う質問文を設けた。そのため（ ）を回答してい

ない在職者が４人いた。残りの７人は現在の仕事

について回答したと思われる。

17 特養老人ホーム職員からの筆者聞き取り調査

（2005年）・未発表。施設A（80床規模）の例を

紹介すると，約45人の職員（看護師・介護師）

の９割は10歳代と20歳代である。４割弱は派遣

労働者で，残りの職員についても，実践経験がな

く専門学校卒がほとんどである。夜勤時には１人

で20人弱の利用者を担当するが，緊急時のマ

ニュアル等はない。出勤25日（うち夜勤４日・

手当は１回3500円）で，総支給額は19万２千円，

手取りは15万９千円。高いプレッシャーや処遇

の低さで職員（とくに派遣）の入れ替わりは激し

い。こうした要員不足などの条件ゆえ，食事を急

がせたり一時的に拘束したりなどの「不適切処

遇」はどの施設でも「普通にある」という。

18 内閣府『若年無業者に関する調査（中間報告）』

によれば，2002年に213.2万人（15～34歳人口

の全体の6.3％）となった「無業者（通学，有配

偶者を除く）」のうち，「非求職型」は42.6万人

（残りは「労調」の「失業者」に近い「求職型」

128.5万人，「非希望型」42.1万）で，非求職理

由でもっとも多かったのは，「その他」を除くと，

「病気・けがのため」（10.4万人）である。また，

この「非求職型」で「今までに何か仕事をしてい

たことがない」ものの割合は38.0％であり，何

らかの就業経験を持つものが多い。www8.cao.

go.jp/youth/kenkyu/shurou/chukan.pdf

19 「増える「期限付き」先生」『北海道新聞』朝

刊2005年５月15日付によれば，道内の小中学校

で臨時採用される「期限付き教員」の数が，2004

年度は1030人となった。５年前に比べると3.8

倍に及ぶという。また，「非常勤講師 給料４割

減」『北海道新聞』朝刊2005年７月14日付によ

れば，道立高の非常勤講師の処遇に時給制が導入

され，年平均で給与が４割減（前年度比）となっ

た。

20 野村総合研究所「仕事に対するモチベーション

に関する調査」http://www.nri.co.jp/news/

2005/051205.htmlを参照。インターネットを通

じた同調査によれば，回答者の75％が現在の仕

事に無気力感，約半数が潜在的な転職志願を感じ

ており，若者の働く意欲を再生できるかどうかが

企業の競争軸の一つとなると結論付けられ，仕事

の動機につながるミッションの樹立や挑戦機会の

創出などが具体的な対策として掲げられている。

21 厚労省『平成14年 労働者健康状況調査報告』

でも，仕事や職業生活で感じる強い不安・悩み・

ストレスのうち，最も多いのは「職場の人間関

係」35.1％で，ついで多いのが，「仕事の量の問

題」（32.3％），「仕事の質の問題」（30.4％）。

22 ２つ以内の選択を求めたのに対し，３つ以上を

回答したものが６人みられたが，そのまま分析の

対象とした。

23 厚労省「職業能力開発の今後の在り方に関する

研究会」報告書（平成17年５月30日）の参考資

料を参照（http://www.mhlw.go.jp/houdou/

2005/05/h0530-3.html）。例えば，⑴労働費用に

占める教育訓練費の割合は2002年には0.28％で，

1988年の0.38％から下落したままである。⑵

「OFF-JT又は計画的なOJT」を実施している企

業・事業所は平成14年度は59.5％でピークの

86.4％（平成５年）から減少傾向が続いている。

24 厚労省『平成17年版 労働経済白書』p205

でも，求職者の「個人本来の姿を追求する」企業

側の採用行動が「内定をとれないことが個人その

ものが否定されているかのように感じられ，落ち

込むとなかなか立ち直れず，自分は就労不適格者

だと思い込ませてしまう原因となっている可能性

がある」ことが指摘されている。また，明確でな

い企業の採用基準に翻弄される若者の姿について

「採用基準「明確でない」61％，学生の不満を企

業知らず」『朝日新聞』朝刊2006年２月５日付と

「新卒採用の基準って何？」『読売新聞』朝刊

2006年２月１日付。

25 中西新太郎『若者たちに何が起こっているの

か』花伝社，2004年，同『思春期の危機を生き

る子どもたち』はるか書房，2001年。土井隆義

『「個性」を煽られる子どもたち― 親密圏の変容

を考える― 』岩波書店，2004年。

26 平塚眞樹「次代をひらくシティズンの形成」前

掲『ニート・フリーターと学力』。

27 厚労省発表資料によると，全国の労働基準監督

署によって是正を指導された平成16年度の賃金

不払残業（１企業当たり100万円を超えるもの）

の総額は約226億円である。http://www.mhlw.
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go.jp/houdou/2005/09/h0930-1.html

28 熊沢誠『リストラとワークシェアリング』岩波

書店，2003年。ワークシェアリングの類型につ

いては同書で取り上げられている脇坂明『日本型

ワークシェアリング』PHP研究所，2002年も参

照。

29 人格や生活の全てを投入するような働き方を忌

避して私生活に重きをおくことや，理不尽な扱い

に対して早期の離職を選択するなどの若者の意識

や行動は，わが国「企業中心社会」への批判を内

包したものとしてとらえ直す必要があるだろう。

平塚眞樹「フリーター・青年の移行問題をめぐっ

て」『ポリティーク』Vol.５，旬報社，2002年を

参照。また，こうした非正規の処遇の底上げは，

これまでの「企業中心社会」体制のもとでの仕

事・生活をめぐる「標準」に代わる，「第二標準」

の確立を追求する議論と重なる。この点は，新し

い生き方基準をつくる会・中西新太郎監修『フ

ツーを生きぬく進路術17歳編』青木書店，2005

年を参照。

30 先進諸外国と比べた際のわが国の最賃水準の低

さなどについては，厚労省『最低賃金制度のあり

方に関する研究会報告書』（平成17年３月31日）

http://www.mhlw.go.jp/shingi/2005/03/s0331-

7.htmlや全労連『月刊 全労連（特集 最賃闘

争の現在）』2005年６月号などを参照。また，最

賃をめぐっては，その水準だけでなく，委員の選

定や議論の公開性など決定過程が不透明であると

いう問題も強調したい。

31 ドイツのデュアルシステムをならい，わが国で

も，厚労省と文科省が連携して「若者自立・挑戦

プラン」の一環として『日本版デュアルシステ

ム』（企業によるOJTと学校機関によるOff-

JT）が平成16年度より一部の高校で試験的に導

入された（詳細は，http://www.mhlw.go.jp/

topics/bukyoku/syokunou/dual/を参照）。

32 OECD「Employment Outlook 2004」。

33 熊沢誠『働き者たち泣き笑顔』有斐閣，1993

年 p.125。同書の「 ．戦後民主主義教育の検

証」を参照。

34 加えて，教育に関する経済界の一連の提言など

に象徴されるとおり，現代社会で求められる能力

は，かつての能力から装いを変えているという。

そうした能力の変遷（近代型能力からポスト近代

型能力へ）を視野にいれた中長期的な対策も検討

課題としてあげられている。以上は，本田由紀

『多元化する「能力」と日本社会― ハイパー・

メリトクラシー化のなかで― 』NTT出版，

2005年。

35 首都圏青年ユニオンの活動について，名取学

「個人加盟ユニオンの現在，そして未来」『ポリ

ティーク』vol.10，旬報社，2005年。阿久津光

「漂流し続ける新しい不安定雇用労働者― 社会

参加の主体への脱皮を支える労働組合の実験」前

掲『ニート・フリーターと学力』などを参照。
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